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リスク／被災想定と事業継続計画（BCP）について
　　　 〜新型インフルエンザの流行から学ぶこと〜

日本電気株式会社
リスク・コンプライアンス統括部
統括マネージャー

（BCAO 認定事業継続主任管理者）
坂本 憲幸

１．はじめに

ＮＥＣグループでは、２００７年度から事業
継続計画（ＢＣＰ）策定を開始し、２年間で、
国内の全事業部門をカバーする約４００の
ＢＣＰを策定した。国内では「地震」がすべて
の地域で最も警戒すべきリスクであること
から、被災想定シナリオは「震度６強の地
震」を想定した。

新型インフルエンザ（強毒性）想定のＢＣＰ
については、国内向けにはＮＥＣグループ
共通部分のＢＣＰが完成し、社会機能維持
を担うお客様からの受託業務に関する個
別のＢＣＰ策定に取り組んでいるところであ
る。海外現地法人向けについても、新型イ
ンフルエンザ（強毒性）想定のＢＣＰ策定ガ
イドラインとサンプルを送付し、早急に策
定するよう指示している。

これらのＢＣＰ策定を推進していく際に、
ＢＣＰとは本来あらゆるリスクに対応できる
よう策定しておくべきもののはずなのに、
「地震想定のＢＣＰ」という考え方があって
いいのか、どうして「新型インフルエンザ
想定のＢＣＰ」が別に必要なのか、という疑
問の声がでてくる。また、今回の豚由来の
新型インフルエンザが「弱毒性」だったこ
ともあり、想定する被害の程度について
も、「強毒用」と「弱毒用」の両方が必要
なのではないか、という声も聞かれるよう
になった。

これらの疑問の声に答えるために、リスク
／被災想定と事業継続計画（ＢＣＰ）との関
係について、軸がぶれない基本的な考え方

を整理しておく必要があると思われる。
これは他の企業のリスクマネジメント／

ＢＣＰ担当の皆様にとっても共通の課題では
ないだろうか。

本稿では、ＮＥＣグループのＢＣＰ策定の
取り組みをご紹介させていただくとともに、
リスク／被災想定と事業継続計画（ＢＣＰ）と
の関係に関するＮＥＣとしての考え方を整
理したい。

なお、論点を「事業継続」にフォーカス
させるため、生命・安全の確保に関する部
分については、敢えて省略したのでご承知
おきいただきたい。

２．地震想定のＢＣＰ策定

２００７年度からビジネスユニット／関係会
社ごとに体制を構築し、地震想定のＢＣＰ策
定を開始した。ＮＥＣグループでは、ＰＣ・携
帯電話から、通信・金融・公共系情報シス
テムの構築・保守・運用まで幅広く多種多
様な事業を展開しているため、２年間で大
小約４００のＢＣＰができあがった。その策定
に携わったメンバーは、総勢１,７００名にも
及んだ。

これらの策定メンバーにＮＥＣグループ
のＢＣＰ策定に関する考え方やノウハウを徹
底するためのツールとして「ＮＥＣ版ＢＣＰ策
定ガイドライン」を作成している。このガイド
は、政府発行の各種のガイドライン、英国
規格ＢＳ２５９９９、事業継続推進機構（ＢＣＡＯ）
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の標準テキスト、および米国サンガード社
の資料を参考に作成したものであるが、そ
の考え方は概ね以下のとおりである。

　

（１）ＢＣＰ策定プロセス

ＮＥＣグループのＢＣＰ策定プロセスは、
図①「ＢＣＰ策定プロセス全体像」のとおり
である。

ビジネス影響度分析（ＢＩＡ）を行い、重要
業務に絞り込み、最小限のリソースを有効
に活用して対応しようとする考え方が、従
来の防災対策にはなかった重要な概念で
ある。

　

（２）ビジネス影響度分析（ＢＩＡ）

①現状のリソース分析
まず対象事業の範囲とする境界線を明

確化し、全体像を定義する。次に業務フ
ロー図を作成し、業務の流れに必要な機
能、組織、所在地、相互の関連性（ＮＥＣ
グループ内／外など）、および依存する情
報システムなどを見える化する。

②拠点別リスクアセスメント
業務フローに関連するすべての拠点の

所在地域別にリスクアセスメントを行い、
「リスク」を特定する。「リスク」を特定する
際には、当該地域に起こりうるあらゆるリ
スクを、発生確率と影響の大きさという２
つの観点で評価する。

日本国内の場合、最も警戒しておくべき
「リスク」は、どこの地域でも共通に「地
震」なので、ＮＥＣグループではすべて「地
震」を想定することとした。各対象事業で
のＢＩＡ実施にあたっては、政府・自治体等
が発表している各地域固有の「地震」に
関する情報を収集して、より詳細に分析を
行っている。

＊リスクとは、例えば、「地震」、「水害」、「ハリ
ケーン」、「トルネード（竜巻）」などの自然災
害や、「停電」「火災」などの事故のことであ
る。いずれも「原因の事象」である。

　
③被災想定シナリオ

リスクアセスメントで特定した「リスク」
（前述のとおり「地震」）が発生した場合、
どのような被害が想定されるかを調査・分
析して決定する。程度については、危機管

理の基本原則に従い「最悪の事態」とす
る。内閣府のガイドラインでは、「震度６強
の地震」を想定することを推奨している。
ＮＥＣグループでも「震度６強の地震」を
想定した「被災想定シナリオ」とした。

＊被災想定シナリオとは、以下のように「結果
の状態」である。

・建物は崩壊する／しない
・３日間、停電となる
・電話は３日間は通じない
・Ｅメールは輻輳により３日間は遅配が生じる
・社内情報基幹システムは６時間は停止する
・３日間は２０％しか要員が参集できない　

など

補足

すなわち、「地震想定のＢＣＰ」といって
も、「地震」（原因事象）によって起こりう
る最悪の事態を「被災想定シナリオ」（結
果状態）としてまとめ、それに基づいて策定
したということである。従って例えば、「被
災想定シナリオ」のひとつに「３日間の停
電」があれば、「停電」という事故（原因事
象）が発生した際にも対応できることにな
る。内閣府のガイドラインでも、「地震」を
想定すると物理的被害が広範囲に及ぶた
め、他の災害にも応用が利きやすい、とさ
れている。

また、ＢＳ２５９９９などグローバルスタンダー
ドの考え方でも、「リスク」（原因）は問わ
ないが、ＢＣＰを策定するためには、何らかの
「被災想定シナリオ」（結果）を決めること
が必要とされている。「被災想定シナリオ」
は、当該地域において最も発生確率が高
く影響が大きいリスクを想定して決めるこ
とが合理的である。それは国や地域によっ
て異なるが、日本における共通のリスクは
「地震」なのである。「リスクは問わない」
という部分を、「あらゆるリスクに対応でき
る」と誤解しないように注意しなければな
らない。

　
④業務別分析（前半）

対象事業を構成する各業務について、そ
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れが停止した場合の影響を評価し、対象
事業の中の重要業務を特定する。また各
重要業務について最大どのくらいまで許容
されるか［最大許容停止時間（ＭＴＰＤ）］を
考え、その範囲内に、目標復旧時間／レベ
ル（ＲＴＯ／ＲＬＯ）を決定する。

この分析結果は、リスク／被災想定には
関係なく一定である。

⑤業務別分析（後半）
次に「被災想定シナリオ」に基づいて、

建物、生産設備、人、情報システムなどそ
れぞれの事業リソースがどのような被害
を受けるか、操業度にどれくらい影響がで
るかを分析する。さらに何の対策もとらな
い場合の現状の予想復旧時間／レベル
（ＲＴ／ＲＬ）を見積もる。

ここで、目標と現状の復旧時間／レベ
ルを比較すると、そこには一定のギャップ
が生じていることがわかる。その原因は何
か。建物、生産設備、人、情報システムなど
それぞれの事業リソースに分解して原因を
突き詰めていくと、脆弱性のある課題が見
えてくる。それがわかれば、ギャップを埋め
るために何をすればいいかの対策もおの
ずと考えられるようになる。

ＢＣＰとは、つきつめて言えば、このギャップ
を埋めるための計画のことである。

この分析結果は、リスク／被災想定に
よって異なる。

補足

すなわち、ＢＩＡの核心部分は、目標と現
状のギャップの分析であり、そのギャップは
「被災想定シナリオ」次第で異なる。ＢＣＰ策
定のプロセスは共通だが、リスク／被災想
定が異なれば、ギャップの原因とそれを埋
めるための対策も異なり、出来上がりとし
てのＢＣＰの記述内容も異なってくる。

３．新型インフルエンザ想定の
ＢＣＰ策定

（１）被災想定シナリオ

それでは、新型インフルエンザ想定の
ＢＣＰはどのように考えて策定していくべき
か。前述のとおり、それには被災想定シナ
リオの違いを確認する必要がある。このこ
とについては、すでに各方面の専門家の
方がいろいろと説明されており、それをま
とめると図②「被災想定シナリオ」のとお
りとなるであろう。

①被害対象
地震の場合は、建物、生産設備、人（交

通手段崩壊）、情報システムなどに影響が
出るのに対し、新型インフルエンザの場
合は、直接的には「人」だけだが、オペレー
ションに影響がでるため社会経済活動に
幅広く影響が出る可能性がある。

②回復のパターン
本稿のテーマに関して最も重要な相違

点は、地震など自然災害では、操業度の
低下は被災直後がピークでありその後
徐々に回復していくのに対し、新型インフ
ルエンザの場合は、発生後の感染の拡大
とともに徐々に操業度が低下していくとい
うことである。

③想定被災の程度
地震想定のＢＣＰで、震度５用、震度６弱

用、震度６強用に分けて策定している企業
が果たしてどれくらいあるだろうか。危機
管理の基本原則は、あくまで最悪の事態
を想定して計画を策定し、実施にあたっ
ては状況に応じて適時適切に選択して行
う、というものである。新型インフルエンザ
想定のＢＣＰでも、「強毒性」を想定してき
ちんと計画を策定しておき、実際には適時
適切に選択・実施する、ということでよい
と考える。　

補足

今回のＨ１Ｎ１は「弱毒性」だったが、実際
に発生し、たまたま「被害の程度」が明ら
かになったものである。事前に計画する際
には、「弱毒性」といってもどの程度かは
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不明確であり、仮に想定して策定したとす
れば、実際の発生時にその状況に応じた
検討が必要となるであろう。従ってやはり
危機管理の基本原則どおり「最悪の事態
＝強毒性」で考えるべきである。

　

（２）ＢＣＰ策定の考え方

①ギャップ分析
回復のパターンに着目し、前述のギャッ

プ分析の考え方を当てはめてみると、図③
「ＢＣＰ策定の考え方」のとおりとなる。

地震想定のＢＣＰでは、目標復旧時間
（ＲＴＯ）を達成するための対策を考えて
いくのに対し、新型インフルエンザ策定
のＢＣＰの場合は、操業度レベル（ＲＬＯ）の
目標を立てて、そのギャップを埋めるため
の対策を考えていくという違いがある。

②対策本部
また、地震想定のＢＣＰでは、被災直後

の個別の初動が重要であるが、新型イン
フルエンザ想定のＢＣＰでは、発生段階の
変化に応じた長期的・継続的な対応が
必要になり、個々の事業部門における対
策本部設置の考え方も再検討が必要で
ある。

　
③その他

具体的な対策を目的別に分類すると、
表1のとおり違いも見えてくる。

（３）ＮＥＣグループの新型インフル
エンザ想定のＢＣＰ

以上のことから、ＮＥＣグループでは次
のとおりとしている。

　
①対策本部組織

全社組織でひとつだけとし事業単位に
は設置しない。（通常組織で対応）

②ＢＣＰ策定の単位
ＮＥＣグループでひとつとし、個別業務

のＢＣＰを事業部門単位で作成して別紙とし
てＢＣＰに添付する。

③想定する新型インフルエンザの毒性
「強毒性」の新型インフルエンザを想定

して計画を策定する。
ただし、ＢＣＰの発動に際しては、毒性や

感染拡大の情況等を勘案して、計画の中
から適時適切に選択して冷静に実行する

こととする。

④事業部門における個別業務のＢＣＰ
の策定プロセス（図4）

1事業継続対象の特定
社会機能維持事業などを定義している。

2各業務の影響度分析　

3目標操業度／サービスレベルの決定
発生段階別×重要業務のランク別（ＡＢ

Ｃ）のマトリックスで、目標操業度／サービス

対策の目的 地震想定のＢＣＰ 新型インフルエンザ想定のＢＣＰ

被害最小化

早期復旧

操業レベル維持

建物、生産設備等の耐震補強
データ／システムの二重化

ワクチン接種、マスク着用
業務縮小・休止、２ｍルール

代替措置の準備
復旧手順書整備、訓練

スプリットオペレーション
在宅勤務、訓練

1）
事業継続
対象の特定

2）
各業務の
影響度分析

3）
目標操業度
の決定

4）
業務継続要件
の決定

5）
ＢＣＰ策定

6）
継続的改善

【図4】事業部門における個別業務のBCPの策定プロセス

【表1】
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レベルの基本パターンを示している。
各事業部門で、重要度Ａ、Ｂの業務をリス
トに書き出す。
ただし、社会機能維持のお客様から
の受託業務については、目標操業度／
サービスレベルはＮＥＣ側では決められ
ないので、お客様のＢＣＰ方針を確認し調
整する必要がある。その調整方法につ
いては、⑤項のとおり。

4業務継続要件の決定
重要度Ａ、Ｂの各業務については、詳細
の目標操業度／サービスレベルとそれ
を達成するための業務遂行方法をさら
に別紙に書き出す。
例）スプリットオペレーション、在宅勤

務、テレビ会議等

5ＢＣＰ策定
事業部門単位に上記の計画をまとめ、事
業部門における個別業務のＢＣＰとする。

6継続的改善

⑤社会機能維持事業のお客様との調整方法
社会機能維持事業の定義は、（社）電子

情報技術産業協会（JEITA）と（社）情報
サービス産業協会（JISA ）による提言

（2008年8月26日）に基づき、「医療従事者
および社会機能維持者（注）の事業を維持す
るために必要な情報システムの保守・運用
等に携わる者（障害時対応および間接的
支援業務を含む）」としている。

（注）社会機能維持の対象となる業種・職種
については、厚労省発表「新型インフ
ルエンザワクチン接種の進め方につい
て（第１次案）」（平成 ２０ 年 ９ 月 １８ 日）
の中で、カテゴリーⅠⅡⅢとして示され
ている。

また、目標操業度／サービスレベルに
関するお客様との調整方法については、
JEITAとJISA連名の「新型インフルエンザ
対策における情報システム関連企業連携の
進め方ガイド」（2009年5月15日）による。
http://www.jisa.or.jp/pressrelease/
20090518.html

４．まとめ

これまでの考察に基づき、リスク／被災
想定と事業継続計画（ＢＣＰ）との関係を整

理してみると表2のとおりとなる。
従って、冒頭で示した疑問に対する答え

としては、以下のとおりと考える。
① ＢＣＰ は、回復パターンの類型によって、
「地震など自然災害想定の ＢＣＰ」と「感
染症想定の ＢＣＰ」の ２ 種類が必要であ
る。

②想定被災の程度については、「あくまで
最悪の事態を想定して計画を策定し、
実施にあたっては状況に応じて適時適
切に選択して行う」ことが、危機管理の
基本原則である。
新型インフルエンザ想定のＢＣＰでも「強
毒性」を想定することとし、「弱毒性」は
必ずしも必要ない。

５．おわりに

以上、ＮＥＣグループにおける「地震想
定のＢＣＰ」と「新型インフルエンザ想定の
ＢＣＰ」の策定の考え方を紹介しつつ、リスク
／被災想定と事業継続計画（ＢＣＰ）との関
係に関する考え方についても整理した。

これらについては、各方面の専門家の方
からのいろいろなご意見があるのではない
かと思う。忌憚のないご指摘ご意見をお聞
かせいただければと願うものである。

　

連絡先

日本電気株式会社
リスク・コンプライアンス統括部

坂本 憲幸
Eメールアドレス：n-sakamoto@aj.jp.nec.com

　

リスク
（原因事象）

被災想定シナリオ
（結果状態）

ＢＩＡ ＢＣＰ
被害対象

回復の
パターン

想定
被災程度

自然災害
地震など 建物、生産設

備、人、情報シ
ステムなど

発 生 直 後 が
ピーク、その後
徐々に回復

目標復旧時間
（RTO）との
ギャップ分析

目標操業度
(RLO)との
ギャップ分析

事故
停電など

   感染症
新型インフル
エンザなど

人
発生後

徐々に拡大

初動対応が
重要など

長期/継続的
対応が必要

など

最悪の事態
を想定 別

【表2】リスク／被災想定と事業継続計画（BCP）との関係
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特集 1

アセアン諸国における
新型インフルエンザ最新動向と対策

株式会社インターリスク総研
研究開発部 開発チームリーダー
BCI 日本支部代表　　篠原　雅道

１．はじめに

WHO（世界保健機関）は、2009年6月
11日、パンデミック警戒フェーズを５から６
に引き上げた。南半球で、感染が拡大し、世
界的な大流行の要件が満たされたと結論
付けたことが理由である。企業としては、新
型インフルエンザ対策を緩めずに、引き続き
警戒を続ける必要がある。現時点、感染者
は約36,000人に及び、感染国は76カ国ま
で拡大した。日本人にも多くの感染者が発
生した。

そもそも新型インフルエンザの発生が危
惧されていたのは、鳥由来の強毒性H5N1型
ウイルスからであり、専門家はアジアから発
生すると予想・指摘していた。そのため多く
の世界の企業は、強毒性ウイルスを前提に
感染予防や事業継続の対策を進めてきた。

Ｈ５Ｎ１型鳥インフルエンザが、依然新型
インフルエンザウイルス化する脅威は小さく
なっておらず、これまで（2009年6月2日時
点）世界で433名が感染し、262名が死亡
した。アジアでの感染者および死亡者は、
実に全体の約８割を占めている。

この大きな被害をもたらすと言われる強毒
性新型インフルエンザは、依然、アジアのど
こかで発生するのではないかという指摘がな
されている。現在、多くの日本企業が、アジア
に進出し操業しているが、新型インフルエン
ザ対策については、国によってはそれに関す
る情報も少なく、現地の各拠点でどのような
方針で、対策を進めてよいか悩んでいる企業
が多い。医療環境・レベルも国によって様々
である。また、アジアに居住する日本人従業

員の帰国問題は殆どの企業で検討を進めて
いるが、結論が出ていない企業は多い。

弊社インターリスク総研では、アセアン諸
国の各国政府、公的機関、そして企業などを
訪問の上、各国の新型インフルエンザ対策の
動向や新型インフルエンザが発生した場合
に政府・企業がどのような行動を取り得るの
かなどを、弊社独自の視点で調査報告書とし
て纏めた。

以下は、本報告書の概略である。報告書
をご要望の方は、最寄りの三井住友海上の
営業社員にお申し越しいただきたい。（報告
書の発行は2009年7月中旬予定）

２．海外拠点における新型イ
ンフルエンザ対策につい
て＜全般＞

企業の新型インフルエンザ対策は、一般
的には、以下の通りである。

（１）感染予防策の実施・徹底
（２）事業継続への取組

海外に所在する企業は、上記に加えて、
新型インフルエンザが発生した場合、以下
事項の検討を行わなければならない。

（３）帰国方針の決定

帰国する場合、帰国可能なタイミング
は限定される可能性がある。

帰国できない場合（若しくは帰国しな

•

•

い場合）を想定して、備蓄など自立的
な対策を立てる必要がある。

海外の滞在者は、第三国に退避する
場合も有り得る。

（４）日本本社（若しくはアジア統括会
社など）と連携を取りながら、新型
インフルエンザ対策を進めなけれ
ばならないことが多い。

国によっては、感染防止に必要な資
器材の調達が難しいところがある。

グループ企業全体で新型インフルエ
ンザ対策のフレームワーク・方針を策
定する企業については、本社（若しく
はアジア統括会社）と連携しながら
対策を進める必要がある。

（５）滞在している国から、新型イン
フルエンザが発生する可能性が
ある。

新型インフルエンザの発生は、日本で
はなく、海外から発生すると考えられ
ている。特にアジアで発生する可能
性が高いと言われ、アジア居住者は、
新型インフルエンザ発生初期から感
染の危険にさらされる可能性がある。

即ち、新型インフルエンザ発生が確認さ
れ次第、速やかな行動が必要になる。

（６）日本人だけでなく、現地従業員も
巻き込んで、対策を実施、周知・徹
底を図る必要がある。

図１に在海外企業の新型インフルエンザ
を想定した対応検討手順を掲載する。

•

•

•

•

•
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３．アセアン各国における新
型インフルエンザ事情　   
〜各国政府の考え方〜

■ インドネシア

1 インドネシア政府の考え方、対策の
現状

⑴インドネシアでは、2005年9月に、保健
大臣が国家に対して、非常事態宣言を発
令し、指定病院の指定や検査体制の整
備を行った。2006年1月に国家戦略計画
を策定し、3月に国家対策委員会を発足さ
せた。現在の政府の大きな対策の柱とし
てサーベイランス強化を図っており、鳥イ
ンフルエンザ患者・新型インフルエンザ患
者が発生すれば、24時間以内に保健省
に伝わる仕組み（システム）を構築した（た
だし、国土が広大なことから未対応の州
も多く存在するもよう）。

⑵インドネシア政府は、新型インフルエンザ
が大流行した場合、国民の３割にあたる
約6,600万人が感染すると予測している
ものの、死亡するのは感染者の0.2%程
度の15万人としている。

⑶インドネシアは、ＷＨＯに対し検体協力や
研究協力を行っていない。同国は、パンデ
ミックワクチンの製造には関心あり、日本
に技術供与の依頼を行っている。

⑷インドネシア保健省トップの考え方が、同
国対策推進の大きな鍵を握るが、今後、イ
ンドネシア政府として、以下を実施・推進
していく予定。
新型インフルエンザ対策の普及啓発
鳥で生計を立てている人への対策
アセアン諸国での連携体制の構築

2 H1N1流行への対応

インドネシア政府は、全インドネシア空
港・港湾におけるポートヘルスセンターとの

•
•
•

調整会議を実施し、特に感染している国から
の訪問者の入国ゲートにおいて警戒レベル
を上げ、入国者について体温をスキャンする
措置を取っている。また、豚の輸入を当面の
間停止するとしている。

■ シンガポール

1 シンガポール政府の考え方、対策の
現状

「A ‘Whole of Singapore’ Approach」
（シンガポールのすべてのために）とスロー
ガンを掲げ、新型インフルエンザの脅威を国
家危機としてとらえ、公衆衛生のみならず経
済・社会的な影響を最小限とするべく、副首
相のウォン・カンセン氏を最高責任者として
包括的な対策を強力に進めている。2003
年にSARS（重症急性呼吸器症候群）が国
内発生しており、そのときの経験が教訓とし
て活かされている。

政府は新型インフルエンザ対策専用ホー

【図 1】在海外企業の新型インフルエンザ発生を想定した対応手順
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・ 帰国後の業務継続について検討

・ 帰国後の社宅など手配

・ 航空機のオープンチケット手配
座席の確保

・ 帰国できない場合に備えて、食
料や感染防止用具などの備蓄

(理由)

・ 航空機が利用できない

・ 新型インフルエンザに感染した

・ 滞在国から出国禁止令が発布

・ 食材の備蓄など自立的な対策実施

・ 帰国できない場合に備えて、食料や
感染防止用具などの備蓄

・ 第三国に滞在するための事前準備

帰国しない方針

帰国する方針
帰国できる
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滞在国に残留

第三国へ退避
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ムページ（http://www.crisis.gov.sg/flu/）
を開設し、情報提供につとめている。国内専
用の警告表示があり、緑から黒で現状が示
される。

緑：トリ−ヒト感染がみられる
（WHOフェーズ１−３）

黄色：ヒト−ヒト感染が限定的に発生
（WHOフェーズ４）

オレンジ：国外で流行が拡大
（WHOフェーズ５）

赤・黒：世界的に流行が拡大
（WHOフェーズ６）

⑴シンガポール政府の緊急対応計画
以下計画は、具体的かつ現実的な内容と

なっている。政策の実行能力が高い国家で
あり、実現可能性は高いと考えられる。

①International Disease Surveillance
感染状況の確認、養鶏施設の監視強化

②Animal Health Measures
感染源となりうるすべての鳥類の監視強化
への協力

③Border Restrictions
入国者の体温監視、検疫強化、査証発
給制限、貨物監視強化

④Medical Response
感染状況調査、隔離対策、治療計画、感
染者トレース、ワクチン対策、プレパンデ
ミックワクチン対応

⑤Social Distancing
社会的な隔離政策。学校閉鎖、大規模集
会の禁止、”Stay Home Days”（外出自
粛）等

⑥Continuity of Essential Services
社会インフラの継続対策。食料・水・エネ
ルギー・廃棄物処理・葬儀・金融・司法・
通信・運輸各分野での対策。

⑦Provision of Social Support Services
予定される社会保障の充実策

⑵シンガポール政府の被害想定
過去の周期から流行はいつでも発生しう

るものであり、流行期間は６週間、ただし１

＊

＊

＊

＊

年に複数回流行し、第2流行期は第1流行
期よりも悪化すると想定している。なんらか
の対処をしないかぎり国外で発生してから２
週間で国内に発生する。その後、全人口の
約25％が感染すると試算。企業には欠勤
者が40％にのぼることを想定するよう提言
している。

⑶企業の事業継続計画
すべての企業に、新型インフルエンザに特

化した事業継続計画（BCP）を策定し、専門
の担当者（Flu Manager）をおくことを推奨
している。

人事制度上の対策として、重要業務およ
び必要な人員の洗出し、在宅勤務やテレビ
会議制度の導入、特別休暇制度の設立、医
療保険の確認、交代勤務の制度策定等を
あげているほか、従業員の健康管理対策と
して、充実した衛生教育、体温監視システム
の導入、マスク等の備蓄、タミフル備蓄を推
奨している。また、取引先や従業員と対策に
関する打ち合わせを持つことにより、意識を
高めることを求めている。

⑷個人･家族単位での対策
2006年に策定された個人・家族向け対

策ガイド｢FLU PANDEMIC A guide for 
you and your family｣では、新型インフルエ
ンザの脅威、政府による対策の概要説明に
加え、家庭におけるマスク等の備蓄や手洗
い励行による感染防止対策が詳細に記載さ
れており、国民の理解を深める一助となって
いる。

2 H1N1流行への対応

⑴警戒レベルの引き上げ
WHOのフェーズ５宣言に合わせ、シンガ

ポール国内の警戒レベルをオレンジに引き
上げた。オレンジの警戒レベルが示す状態
は次のとおりである。

ウイルスがヒトへの感染が容易なように
適応しているが、未だ密接な接触を必要と
している。

シンガポール国外において大きな感染集

•

•

団が現れているが、大流行とはなっておら
ず、シンガポール国内へ流入する可能性は
あるが、限定された集団内の発生に留まっ
ている。

また、必要な行動として以下を示している。

病院では、患者を無制限に入れることな
く、患者及び病院職員の病院内の動きを
制限する。

学校や職場、多数の人が集まる場所にお
いては体温検査を行うことを奨励する。

空港、フェリーターミナル、陸路のチェック
ポイントにおいて体温検査を実行する。

学校の休校や多数の人が集まるイベント
等の延期を検討する。

⑵ 検疫体制の強化

体温検査と隔離命令を行なっている。

■ タイ

1 タイ政府の考え方、対策の現状

⑴タイ政府は、国民の健康被害を最小限
に止め、社会・経済活動を破綻させな
いよう2007年に第二次国家戦略計画
（The 2nd National Strategic Plan 
for the prevention and control of 
avian influenza and preparedness for 
influenza pandemic（2008-2010））
を策定し、新型インフルエンザ対策の
強化を図っている。同計画では、主に以
下対策の拡充を狙っており、３年間で、
300億円の予算を投じて対策を進めて
いる。
　

1.養鶏業者への対策の充実
ア 養鶏業者への啓発
イ 定期的な検査の実施・標準化
ウ トレーサビリティシステムの確立

2.サーベイランス
ア 保健当局への迅速の報告体制の確立
イ 関係者へのトレーニングの実施
ウ 国家の研究施設の拡充

•

•

•

•

•
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エ 個人防護具や医薬品の適切な調達
など

3.新型インフルエンザ大流行の防御
ア 公的な緊急医療機関の充実
イ 政府や医療機関における知識の確立
ウ スクリーニングシステムの展開
エ ワクチン製造施設の建設
オ 国民への対策の啓発

4.公的セクター、民間、海外との連携の拡充
　　

⑵タイ政府の取組みとして、特徴あるも
のは、国全体にわたり80万人存在する
Health Volunteers制度が挙げられる。こ
れは、新型インフルエンザがタイ国で発生
した場合の、ボランティアを活用した地元
保健当局、そして中央政府への報告制度
である。Health Volunteersおよび医師、
獣医、地元保健所などで構成するSRRT
（Special Rapid Response Team）が存
在し、以下の事象が発生すれば、即座に
当局に報告する仕組みを構築している。

鳥の異常死
鳥を飼っている人に異常が発生

⑶ＷＨＯや他国との連携は強化されている。
ＷＨＯとはサーベイランスの強化、そしてベ
トナムなどとは緊急時対応訓練やワーク
ショップなどを開催し、対策の強化を図っ
ている。また、2006年にはタイ政府は、
政府レベルで大規模な新型インフルエン
ザを想定した机上訓練を実施した。

⑷タイ政府の今後の展開
２００９年中ごろに、タイ政府から、国家

行動マスター計画が発行される予定。同計
画に政府としての具体的な行動計画が盛り
込まれる。また全産業に対し、強制ではない
がＢＣＰ作成が奨励される。電力、病院、通
信、セキュリティ、決済、公的機関、国家銀
行、食料品企業などを対象にＢＣＰガイドラ
インとテンプレートが提供される予定である。
法制もDisaster Mitigation Actが整備され
た。ライフライン企業・金融機関にてBCPの

•
•

演習を実施し、今後の取組みが強化される。
タイ政府は、今後BCP作成の推奨等によ

り、BCP策定率が高まっていくことを期待し
ている。

2 H1N1流行への対応

タイ政府の対応は以下のとおりである。
（2009年4月30日現在）

⑴国家緊急対策委員会の設置
サナン副首相を委員長（副委員長：ウィタ

ヤー保健大臣）とする国家緊急対策委員会
を設置。委員会メンバーは、保健省、農業・
協同組合省、運輸省、外務省、スポーツ・観
光省、科学省及び内務省。

⑵水際対策の内容

新 型インフルエンザ 対 策３か年 計 画
（2008-2010）に基づき、対策を実施。

保健省内に対策本部を立ち上げ、日々の情
勢分析と関係省庁への情報提供を実施。

新型インフルエンザに対するリスクコミュ
ニケーションを実施。国民、医療機関、メ
ディア、地方行政機関及び政治家への情
報発信。

約８０万人の保健ボランティアの運用に
より、地域で発熱、咳等インフルエンザ症
状に似た者を迅速に保健当局へ通報する
ことを徹底。

医師・看護師・獣医師等の専門家によっ
て構成された1,000以上の疫学調査・
疾病動向監視チーム（Surveillance and 
Rapid Response Team）による現場での
詳細な調査分析。

全国すべての病院にインフルエンザ症状
を呈した患者を迅速に保健省へ報告する
よう指示。

国内で感染した場合、備蓄している約
３０万人分（約３００万錠）のタミフル、防
護用品（ＰＰＥ）などを迅速に配布できる
よう計画を立案。さらに約１０万人分（約
１００万錠）を追加調達するよう対応。

感染地域への渡航履歴を有し、かつ、イン

•

•

•

•

•

•

•

•

フルエンザ症状を有している者は、少なく
とも７日間停留。

新型インフルエンザに関するホットライン
を開設。ウェブサイトでも情報発信。

■ フィリピン

1 フィリピン政府の考え方、対策の現状

国内で感染者は発生していないが、2005
年10月に国としての事前準備および対策計
画が策定、公表された。政府対策の柱は防
疫の強化、タミフルなどの備蓄、感染者受入
医療機関の指定、の３点である。

政府は専用のホームページ（http://www.
doh.gov.ph/programs/avianflu）を開設し、
情報提供につとめているが、日常生活の中
で政府広報等を目にすることは少ない。

防疫の強化につき、フィリピン農業省は
2007年2月、ルソン島中部パンパンガ州
に初の地域鳥インフルエンザ診断研究所
（RAIDL）を設立した。同研究所の役割はト
リートリ感染したインフルエンザの早期検出
と監視、拡散防止であり、設立にあたっては
ニュージーランドからの資金援助を受けた。
国内での迅速なウィルス判定が期待され、さ
らに３つの研究所をミンダナオ地方等に設
置することが示されている。

また、鳥インフルエンザの感染および拡
大防止策の啓発活動を行なっており、アロヨ
大統領は環境天然資源省に対し、とくに湿
地帯付近に所在する集落への予防教育を
強化するよう指示、渡り鳥との接し方や鳥イ
ンフルエンザの症状、感染が疑われる場合
の対処法などの資料作成をおこなっている。
パンパンガ州のカンダバ低湿地、セブ州のオ
ランゴ島、ミンダナオ島中部のリグアサン湿
地が３大湿地帯とされ、政府の重点監視地
域になっている。

保健省は地元製薬会社やWHOを通じた
購入、日本政府からの供与などによりタミフ
ルの備蓄を進めているとされるが、最新の備
蓄量は明らかにされていない。

•

特集 1 アセアン諸国における新型インフルエンザ最新動向と対策
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2 H1N1流行への対応

フィリピン政府はアロヨ大統領の指示の
下、国家災害調整委員会を４月28日に開催
し、関係省庁の協力により、事態を注視する
とともに、水際対策等、必要な対策を講じる
ことを合意した。空港等での水際対策（体
温確認などの入国時の健康チェック等）が
強化されるものと見込まれる。

■ マレーシア

1 マレーシア政府の考え方、対策の現状

⑴マレーシア政府から新型インフルエンザ
対策に関する情報発信は現時点殆ど行
われていないが、2006年に以下に挙げる
ガイドラインを発行した。

①Recommendations on influenza 
pandemic preparedness for industry in 
Malaysia：新型インフルエンザの予想さ
れる症状、新型インフルエンザ発生前後
各々のフェーズにおいて政府が実施すべ
き事項など

②Alert, Enhanced Surveillance and 
management of avian influenza in 
human：新型インフルエンザ患者への対
応方法、公的保健機関の対応など

③Medical strategies in management of 
pandemic influenza：医療的戦略、医療
機関における新型インフルエンザ対応（ス
クリーニングや医療機関が実施すべき事
項のフローチャート）などを記載

⑵マレーシアからＷＨＯに対する鳥インフルエ
ンザ感染者の報告は現時点「０」である。

2 H1N1流行への対応

マレーシア政府の対応については以下の
とおりである。

保健省及び州保健当局にオペレーション
ルームを立ち上げ。

•

民間医療機関を含む国内の全ての医療機
関に対してインフルエンザ様疾患の監視を
強化するため警戒を促す文書を発出。

すべてのマレーシア国民に対して、不要不
急の海外渡航（特に、新型インフルエンザ
の発生国・地域への渡航）を延期するよ
う要請。健康状態に問題のある者の渡航
についても延期を強く要請。

4月27日以降、クアラルンプール国際空
港及び他の全ての入国地点において、旅
客の健康状態についてのスクリーニング
を実施。また、新型インフルエンザの発生
国・地域からの旅客及び乗組員に対して、
"Health Declaration Forms"（注：氏名、
年齢、性別等の本人情報及び過去１４日
間における新型インフルエンザ発生国・
地域への渡航の有無、３８℃以上の症
状の有無等についての申告書）を配布し
て記入を求めるとともに、"Health Alert 
Card"（症状がある場合には本カードを持
参の上即刻最寄りの政府系病院で受診
するよう促すとともに、本カードを持参し
た者を診療する医師に対して最寄りの保
健当局又は保健省の疾病対策課に通報
することを促すもの）を配布。

保健省の電話ホットライン、インターネット
及びテレビ、ラジオ等を通じた情報提供。

国立医療研究所に対して、新型インフルエ
ンザ疑い患者の検体の受入準備を整える
よう指示。

参考：JETRO通商弘報
｢特集アジア｣2008年6月
新型インフルエンザ対策は万全か？

4．最後に

危機が発生したときに、企業に対して問わ
れるのは、従業員の生命を確保した上で、事
業を継続し、社会的な使命を果たせるかどう
か、である。危機が発生した時にこそ、企業
の真価が問われる。これは計画化やマニュア

•

•

•

•

•

ル化という次元で解決できる問題ではなく、
「企業経営の在り方」そのものなのである。
海外拠点においても、この考え方は共通であ
るが、本社や他国との連携や協調が求めら
れる。言葉や制度などが日本と異なるため、
様々なところで苦労するところであろう。さら
に強毒性新型インフルエンザが滞在国から
発生する可能性もあり、流行の初期段階か
ら感染の危険にさらされる可能性がある。強
毒性の新型インフルエンザが世界的に流行
した場合は、日本に帰国できない、若しくは
他国からの助けがないおそれがある。つまり、
現在滞在している国で自立的な対策を進め
ていなければ、生き延びていけない可能性が
ある。事業を遂行するにあたり、様 な々リスク
にさらされながらベストを尽くし、今置かれて
いる状況で複数の選択肢を考え選択しなが
ら決断する必要がある。

海外の企業では以下事項を念頭に置き
ながら、新型インフルエンザ対策を進める必
要があろう。

１．日本本社と現地の意識の違いを極力
なくす。

２．自立的な計画・対策を構築する。そし
て、構築した計画・対策を継続的に改
善する仕組み（マネジメントシステム）作
りを進める。

３．感染予防策は、一つの対応策に傾注
するのではなく、様 な々対応策を取り入
れ、多層防御の考え方を取り入れる。

４．感染予防策と事業継続への取組みは
バランス良く取り組む。

５．経営トップが率先し、社員の意識を維
持・向上させる。

６．ローカルスタッフへの啓発を十分かつ
適切に行う。

７．正しい情報をタイムリーに入手できる
ネットワーク、そして体制作りを行う。

特集 1 アセアン諸国における新型インフルエンザ最新動向と対策
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特集 2

インターリスク総研海外派遣報告

1  DRJ Spring World 2009 への参加報告

株式会社インターリスク総研　コンサルティング第二部　BCM 第二チーム　上席コンサルタント　　藤田　亮

事業継続マネジメント（以下「BCM」）に

関わるカンファレンスは世界各国で開催され

ており、代表的なものとしては、英国のBCM 

Expo、米国のDRJカンファレンス、日本で

は一昨年から開催されている日本版BCM 

Expoなどが挙げられる。

本稿では、2009年3月29日（日）〜4月

1日（水）にかけて、フロリダ州オーランドの

Disney’s Coronado Springs Resortで開

催された第40回DRJ（Disaster Recovery 

Journal）Spring World で発表された米国

における事業継続マネジメントシステム（以

下「BCMS」）に関する第三者認証制度の現

状と今後の動きを紹介する。

１．カンファレンス概要

本カンファレンスは1989年から開催され

ており、BCMに特化したカンファレンスと

しては、世界で最も歴史が古い。毎年、春

秋の2回開催されているのが特徴であり、

例年、春はフロリダ州オーランド、秋はカリ

フォルニア州サンディエゴで開催されてい

る。DRJ Spring Worldという名のとおり、

Disaster Recovery Journalという米国の

出版社が主催している。今回の参加者は全

体で約920名（日本からは7名）であった。

２．米国におけるＢＣＭＳに関
する第三者認証制度の現状
と今後の動き

本カンファレンスでは、米国適合性認

定機関（ANSI-ASQ National Accred-

itation Board、以下「ANAB」）がBCMS

に関する第三者認証についての最新の動

きを解説するセッションが設けられていた。

日本では既にBCMSに関する第三者認証

制度の発足が決定しているが、米国にお

いてもようやく統一的な規格化の準備が

整ってきたといえる。（図1）

① これまでの経緯と現状

米国では、2007年に9/11 Commission 

Act of 2007（9/11委員会勧告実施法

【図1】米国におけるBCMSに関する第三者認証制度の枠組み

BS25999-2
ASIS international

NFPA1600

FEMA（連邦緊急事態管理庁）が選定

認証機関① 認証機関②

Standard（？） Standard（？） Standard（？）

受審企業A 受審企業B 受審企業C

複数のStandard（規格）

？

DHS（国土安全保障省）

ANAB（米国適合性認定機関）
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2007）が制定された。この法律により、国

土安全保障省（DHS）は災害時緊急対応

やBCMに関わる民間向けの共通基準を策

定する義務を負うこととなった。本法第9編

（TitleⅨ）では、認証制度の構築に向け、

認定機関を早々に選定することが定められ

ている。これを受けて国土安全保障省は、

2008年７月に認定機関としてANABを選定

し、ANABが民間企業向けの第三者認証制

度の構築を任されることとなった。一方で、

同法では、認証基準の選定を連邦緊急事態

管理庁（以下「FEMA」）が実施するとしてい

るが、2009年４月末現在、未だにFEMAは

認証基準の選定にこぎつけていない。

②今後の動き

今後、米国における第三者認証制度のス

タート時期は、FEMAがいつ、認証基準を

選定するかに大きく左右される見込みであ

る。また、本カンファレンスでの発表によれ

ば、選定される基準（Standard）はひとつ

だけではなく、複数になる可能性も残されて

いる。このように、FEMAは認証基準の選

☆ T = FEMAによる認証基準の選定時期

☆ T＋1ヶ月 = 認定ルール最終案校了

☆ T＋2.5ヶ月=認定ルール最終案へのパブリックコメント締切り

☆ T＋3ヶ月= パブリックコメント受付後の修正実施

☆ T+４ヶ月= 認定ルールの最終承認

☆ T+５ヶ月= 第三者認証制度発足

定に非常に苦労しているようであるが、この

理由として、BCI米国支部のPaul Kirvan

氏は、米国には災害時対応や事業継続に

関わる団体が多数存在する（DRI、BCI、

RIMS等）ため、利害調整に多大な時間と

労力がかかってしまうことや、今回の政権交

代によるFEMAの業務空白期間の影響が

大きいことを挙げている。また、中小企業に

対しては大企業と同様の基準を適用するの

は困難であるとの見解も出ているようであ

り、今後も選定にあたって紆余曲折が生じ

る可能性がある。

　

上記のとおり認証基準選定には時間がか

かっているが、ANABによれば、それ以外の

面−例えば、認証機関向けのルール作りや

認証申請手順の策定、また、審査員の教育

プラン策定など−については、順調に準備

が進んでいるとのことである。また、ANAB

が本カンファレンスで示したタイムスケジュー

ル（図２）によれば、ひとまず基準さえ選定さ

れれば、その後５ヶ月以内に第三者認証制

度の発足が可能としており、今後、FEMAに

よりいつ基準が選定されるかが、最大の注

目点といえよう。

（DRJ Spring World 2009でのANAB発表資料を元に作成）

【図2】米国における第三者認証制度発足のタイムスケジュール
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特集 2 インターリスク総研海外派遣報告

2  RIMS2009 年次総会報告
株式会社インターリスク総研　コンサルティング第一部　ERM チーム　上席コンサルタント	 石川　智則

コンサルティング第二部　災害リスク第一チーム　上席コンサルタント	 西村　貴司
コンサルティング第二部　BCM 第二チーム　マネジャー・上席コンサルタント	 江尻　明隆

とするセッション、が組まれ、最新のリスクマ

ネジメントについての情報が満載であった。

今年度の開催テーマは「Challenge Your 

Risk I.Q.」である。テーマには、昨今の金融

市場・経済環境の激動を背景として、複雑

化するリスクや不確実性に対峙する「知恵」

を会得して欲しいといったメッセージが込め

られた。本稿では、エキシビジョンとセッショ

ンに的を絞り、筆者3名が収集した情報と所

感を紹介していきたい。

RIMSとは＞＞

リスクマネジメントの実践向上を目的と
したアメリカの非営利団体で、世界中に
10,000人以上の会員がいる。
1950年の設立以来、事業者、公益、非営
利、慈善、政府系など3,500以上の団体
を代表して活動している。

１．セッション（個別テーマのプ
レゼンテーション）

セッションの開催数は、ここ数年減少傾

向にあり今年の大会では130を割り込んだ。

そんな中、昨今の企業活動が、グローバル化

や事業・業務のアウトソース化の進行など、リ

スクマネジメントの対象範囲の拡大に対応

するための「ヒント」が数多く披露された。

表1は分野別のセッション数である。

近 年わが 国でも浸 透しつつあるE R M

（Enterprise Risk Management：全社的

リスクマネジメント）関連は昨年比減少した

が16と多く、ERM関連ビジネスに従事して

いるコンサルタントとその顧客がプレゼン

ターを務め、ERMの概論と自社の取組み事

例を紹介する構成が多く見られた。一方で、

Loss Control関連のセッションは8つしか開

初級 中級 上級 最上級 合計 2008

Claims Management

Employment Risk

Enterprise Risk Management

Finance

Industry

Insurance

International

Legal Legislation

Loss Control

Risk Management

合　計

1

1

3

4

4

1

2

3

9

28

6

4

7

3

5

5

3

4

14

51

2

1

4

2

3

2

1

1

8

24

1

2

4

7

9

7

16

9

19

12

8

6

8

35

129

9

6

19

11

22

15

9

7

8

38

144

第47回RIMS年次総会（RIMS：Risk and 

Insurance Management Society ,Inc）は、

世界的に有名な「ディズニーワールド」を有

するリゾート地、フロリダ州オーランドで開

催された。例年どおり、①講演を中心とする

スペシャルイベント、②出展者と参加者との

コンタクトの場であるエキシビジョン（展示

会）、③専門分野のプレゼンテーションを主

【表1】分野別のセッション数

【写真1】コンベンションセンター
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催されずやや低調であった。2008年にはハ

リケーンアイクによる大きな被害があったに

もかかわらず、自然災害を扱ったセッション

は参加者が少なく、関心が弱まっているよう

であった。以下では、筆者らの参加したセッ

ションの中から、興味深いテーマについて簡

単に報告する。

◆グローバルリスクマネジメント

経済の急速なグローバル化・ボーダレス

化の進展をうけ、グローバル企業ではリスク

管理体制の再構築が求められている。その

構築にあたる第一歩として、以下の観点で

各進出地域・国のリスクを把握する必要が

ある。

・法令

・国民性の理解

・地政学的問題

・自社商品が生活に及ぼす影響

・自社の企業イメージ

・保険市場の動向

また、グローバル視点の保険手配につい

ては、保険種目や進出地域・国での付保規

制その他の固有事項に応じて、以下3つに

分けて整理・検討を進めることが実務的で

ある。（表2）

◆ERM

ERMに関係する規格や標準の近年の

動向として、2008年10月に発行された

BS31100や今秋に発行予定のISO31000

が紹介され、ERMのデファクトスタンダー

ドとされてきたCOSOのERMは影を潜め

た。また、ERMのキーワードとして「ＧＲＣ」

という３文字を用い、Governance, Risk 

management, Complianceが重要な構成

要素であることが複数のセッションで指摘さ

れていた。事業会社の格付けの評価指標と

してERMの採用が検討されていることも複

数のセッションで言及された。このような外

部環境の変化は、ERMのトレンドを予感さ

せるものであり、わが国の企業も今後の動向

を注視していく必要がある。

◆ハリケーン災害

地球温暖化にともなう気候変動により、

アメリカ東海岸でのハリケーンが頻度、強度

とも増加するとの懸念が指摘されている。米

国では、緊急事態管理庁（FEMA）が、災害

予測モデルとして、地震、洪水、ハリケーンな

どによる損害を推定するHAZUS、高潮の被

害地域を推定するSLOSHなどを開発してお

り、これらを利用して作成した洪水保険料率

地図（FIRM）を公表している。

紹介されたニューヨーク市の事例では、

ハリケーンの被害状況や被害額の推定を

2000年に制定された災害対策法に基づ

いて行っている。カテゴリー3（風速50-58 

m ⁄ 秒）以上のハリケーンに襲われた場

合、300万人以上の避難者が発生し、被

害建物数は80万棟以上、建物の総価額

は8,000億ドル以上、収容物の総価額は

5,000億ドル以上と推定している。この被

害想定に基づき、市は自然災害低減計画を

作成し、道路のかさ上げや被害の再評価、

排水能力の向上、電気設備のかさ上げ、ト

ンネルへの水門や防水板の設置、継続的

な啓発と教育、災害モデルの高度化などの

事業を進めている。

2．エキシビジョン（展示会）

今回のエキシビジョンには、約400の企

業・団体等が出展参加した。米国ならではの

広大なコンベンションセンターの大ホール

にところ狭しと出展ブースが設置され、来場

者の情報収集と出展者のピーアールが相互

に、活気あふれる雰囲気の中で行われた。

出展者の提供サービスをカテゴリー別に

みると、表3のとおり労災補償関連サービス

が突出、次いで損害保険の保険金支払関連

サービス、リスクコントロール関連サービスが

多く、過去3年間この傾向に変わりはない。

コンピュータソフトウエア関連企業の出

展も多い。ソフトウェアの用途は、自然災害

の被害想定から損害保険の統合的管理ま

で様々であり、新型インフルエンザ対応、

ERMの構築対応、ISO31000適合など、企

業が直面する課題やリスクマネジメントのト

レンドに関連づけたソリューションが用意さ

れていた。わが国で大企業を中心に対応が

進められている事業継続管理（BCM）に関

しても関連ソフトウェアが紹介されており、

概　要 代表的保険種目

Global Program

担保条件、保険金額等の基準をグローバ
ルで設定。保険は進出地域・国と本国で
手配し、進出地域・国で手配できない担保
条件や金額を本国で補完するスキーム。

火災保険、利益保険、PL
保険、アンブレラ保険等

Global Policy

Pooling

Global Programでの管理が困難な保
険種目を対象に、グローバルでの付保方
針に基づき、進出地域・国の固有事項に
応じて保険手配。

D&O保険等

進出地域・国毎に担保条件や補償額等
の要求基準が異なり、グローバルでの保
険付保もできないため、資金プールを
組成。

健康保険、傷害保険等

【表2】グローバル視点の保険手配
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Workers Compensation
労災補償関連サービス

Claims Services-Property/Casualty
保険金支払関連サービス

Risk/Loss Control/Safety Services
リスク・ロスコントロール

Consultants-Risk Management
コンサルティング

Computer Software-Risk Management
ソフトウエア

Managed Care Services
医療保険関連サービス

Self-Insured Services
自家保険サービス

Disaster Recovery-Property/Casualty
災害復旧支援

Computer Software Property/Casualty
ソフトウェア

Insurers-Property/Casualty
損害保険会社

Litigation/Legal Services
訴訟対応

カテゴリー 出展者数

107

66

62

58

47

46

40

34

29

28

28

特集 2 インターリスク総研海外派遣報告

わが国の事業継続計画（BCP）策定率が欧

米と比較して立ち遅れている中で、システマ

ティックにBCPを策定する試みは参考とす

べきと思われた。

日本ではほとんど類似業態がない災害

復旧支援が3４件と多いことも米国ならでは

だ。サービス内容は災害による資産被害の

最小化と財務的な復旧の促進である。災害

復旧に際して、電力供給、水の抜き取り、緊

急対応組織の立ち上げ、防護壁の構築、浸

水防止、金型の修正、文書類の乾燥、構築

物の乾燥、電気設備の修復、ダクトの洗浄、

汚染物質の除去、機械設備の修復、重要記

録の復旧、収容品の修復など、高度な技術

を24時間体制で提供する会社もあった。中

には世界規模で事業を展開している会社も

あるが、多くの災害復旧支援会社の業務は

北米地域に限定されている。北米地域では

災害復旧支援が大きなビジネスとなっている

のに対し、日本で類似のサービスがほとんど

存在しないことに関して、社会システムや企

業風土の違いなどを強く感じた。

キャプティブ関連では、米国企業にとっ

て利便性の高い国や地域15の設立地が出

展、オフショアではBermudaやCaymanなど

のタックスヘイブンが立派なブースを設け、そ

の周囲に銀行やキャプティブマネジメント会

社等の関連企業が出展して相乗効果を狙っ

ていた。

　

3．おわりに

今回の開催場所は、多数の観光施設があ

ることから、宿泊施設の数、質とも充実した

街だった。気候も温暖で参加しやすい土地

柄だったにもかかわらず、昨年から続く厳し

い経済事情を反映してか参加者数は23％

減と例年より少なかった。2010年のRIMS

年次大会は4月25日から29日までボストン

で開催される。次回はもっと多くの参加者の

集まる盛大な大会を期待している。

【表3】出展ブースの上位カテゴリー

【写真2】エキシビジョンホール 【写真3】出展ブース（Bermuda）
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特集 3

TAPA（Transported Asset Protection Association）
セキュリティ認証制度について

株式会社インターリスク総研
コンサルティング第二部　災害リスク第二チーム
主任コンサルタント　　　　　　下平　庸晴

1. はじめに

高額商品の盗難、ATMからの現金の強

奪や貨物および商品への異物混入といっ

た事件により、近年、商品等の保管時お

よび運送時におけるセキュリティ（以下、

セキュリティという）への関心が高まってい

る。これに伴い、様 な々機関がセキュリティ

に関する制度を整備しつつある。その中の

1つであるTAPAは、高付加価値を有する

製品を対応として盗難や破損による損失

を低減することを目的としたNPOで1997

年に米国で発足した。TAPAの会員はハイ

テク機器メーカーが中心となっており、盗

難や破損に関する実体験に基づくセキュリ

ティレベル評価方法の策定やセキュリティ

レベル認証の活動を行っている。1999年

にTAPAの欧州支部であるTAPA EMEA、

2000年にアジア支部のTAPA ASIAが

設立されており、TAPAの活動は世界的に

広がりつつある。本稿では、TAPAセキュリ

ティ認証制度と他セキュリティ制度との関

連性についてご紹介する。

　

2. TAPA認証制度

（1）TAPA 認証制度の概要

TAPA認証制度には、2つの認証基

準が存在する。1つがFSR（Freight Se-

cu ri t y  Requirements）で施設に関

するセキュリティレベルの認証基準、

もう1つがTSR（Trucking Securit y 

Requirements）でトラックと運送に関す

るセキュリティレベルの認証基準である。

FSRおよびTSRの認証に要求される項目

の概要を図1に記載する。

現在、TAPAの基準による認証取得のほ

とんどはFSRである（※FSRには、運送セ

キュリティに関連する要求項目が一部含ま

れている）。現在、日本企業においては、国

際貨物運送業者の国内施設および海外

現地法人の施設で数十ヶ所がFSR認証を

取得している。（世界中で1000ヶ所を超え

る施設が認証を取得）。以下、FSRの認証

制度について記載する。

 

（2）FSR 認証について

TAPAのFSR認証制度はハイテク機器

メーカーの倉庫、空港や港湾倉庫などの

施設を対象としている。つまり、認証取得

対象は会社や部署の単位ではなく、施設

毎の認証取得が必要となる。

施設でのFSR認証取得によるメリット

は、以下の3点となる。

取り扱う貨物の盗難、破損および紛失
に関するリスク低減

貨物の取り扱いに信頼性を求める顧客
に対する業務委託上の優位獲得

複数拠点のセキュリティレベルの均一化

•

•

•

FSR認証基準とその認証の際に必要な

監査は以下のとおりである。

 
① FSR 認証基準

FSR認証基準には、セキュリティレベル

の異なる3クラス（クラスA、B、C）が用意さ

れており、施設は、顧客に求められるセキュ

リティレベルに合わせていずれかのクラス

の認証取得を目指すことになる（クラスA

のセキュリティレベルが最も高く、クラスC

のセキュリティレベルは最も低い）。評価

に必要とされる要求項目の数は、クラス別

に異なる。クラスAは77項目、クラスBは68

項目、クラスCは42項目である。FSR認証

取得の条件として、次のa.とb.との両方を

満たす必要がある。

　

a. TAPA FSR Scoring Matrix（各要
求項目を0～2点で採点する基準が
記載された表）に沿った採点方法
を用いて、1～5の各セクションで6
割以上の得点の獲得かつ、全セク
ション合計で6割以上の得点の獲
得（セクションについては図1参照、
配点は図２参照）

b.重要度の高い要求項目（必須要求
項目）で1点以上の得点の獲得

要求項目で2点満点を獲得するには、莫

大なコストや時間を必要とするケースもあ

る。例えば、施設外部のカメラ設置に関す

る要求項目において、2点を獲得するには
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1. 周囲セキュリティ
 1.1 周囲のフェンス
 1.2 CCTV監視システム
 1.3 照明
 1.4 周囲の警報装置
 1.5 周囲の窓、戸口および他の開口部
2. 入域管理－事務所区域
 2.1 事務所出入口
3. 施設  荷捌場／倉庫
 3.1 事務所と荷捌場／倉庫間の出入管理
 3.2 荷捌場へのアクセス制限
 3.3 高額商品保管
 3.4 荷捌場／倉庫の外側ドアの保護
 3.5 CCTV監視システム
4. 警備システム
 4.1 警備システムのモニタリング
 4.2 侵入警報システム
 4.3 CCTV監視システム
 4.4 カードによる入域システム
 4.5 警備システムの保守
5. 保安手順書
 5.1 保安手順書の文書化
 5.2 従業員の経歴確認
 5.3 解雇した従業員及び契約社員に関する文書
6. 標準トラック保安要求事項
 6.1 トラックの保全のために適切な機器
 6.2 運行ルートの遵守
 6.3 荷積及び荷受
7. 事前通知（プリアラート）
 7.1 事前通知システムの確立及び実施
8. 保安強化に関する要求事項
 8.1 運転手の訓練
 8.2 トラックの警備
 8.3 車両追跡システム 

1. 物理的セキュリティ
 1.1 トラックのセキュリティ
 1.2 トレーラーのセキュリティ
2. セキュリティシステム
 2.1 トラックのセキュリティシステム
 2.2 経路追跡
 2.3 警報
 2.4 車両のイモビライザ
3. 保安手順書
 3.1 集荷
 3.2 配達
 3.3 事前通知
 3.4 経路の計画
 3.5 事故と行動の報告
 3.6 車両のメンテナンス計画
 3.7 停車
 3.8 駐車
 3.9 緊急時計画
 3.10 鍵の管理
 3.11 ドライバー以外の人員
4. 従業員のセキュリティ
 4.1 法律を踏まえた従業員の審査
 4.2 雇用前のチェック
 4.3 雇用と解雇の手順
5. 教育
 5.1 セキュリティの認識
 5.2 強盗対応の教育
 5.3 集荷と配達の教育
6. 高度なセキュリティ要求項目
 6.1 2 人体制による運転
 6.2 トラックの護送

セクション

セクション

セクション

セクション

セクション

セクション

セクション

セクション

セクション

セクション

セクション

セクション

セクション

セクション

FSR：貨物セキュリティ要求項目 TSR：運送セキュリティ要求項目

セクション クラスA配点 クラスB配点 クラスC配点 内　容
１. 周囲のセキュリティ

２. 事務所の出入管理

３. ドック/倉庫の出入管理

４. セキュリティシステム

５. セキュリティ手順

６. セキュリティ要求事項

７. 事前通知

８. より高いレベルのセキュリティ

合　計

外周のフェンス、照明、CCTVの設置状況など

従業員出入り口、外来者用出入り口の管理状況

ドック/倉庫の出入管理、CCTVの設置状況など

セキュリティシステムの監視状況、記録の保管状況など

社内の防犯指針やマニュアル整備状況など

トラックのセキュリティシステム、積込や荷卸の管理など

貨物送付先からの連絡体制

運転手の訓練、トラックの高度なセキュリティ

28点

6点

14点

22点

52点

18点

4点

10点

154点

20点

6点

14点

22点

52点

18点

2点

2点

136点

10点

2点

8点

16点

32点

14点

－  

－ 

82点 

【図1】TAPA要求項目

【図2】セクション毎の配点

特集 3 TAPA（Transported Asset Protection Association）
セキュリティ認証制度について

施設の全周囲を性能の高いカメラ（人と車

両を識別できる）で撮影することが必要で

ある。現況でカメラがほとんど設置されて

おらず、莫大なコストが必要となるのであれ

ば、あえて1点に抑えるといった判断があり

える。

②監査
認証の条件が満たされていることを確認

するために監査が必要とされており、クラス

AとBでは、TAPAに認定された監査会社に

よる監査、クラスCではTAPAの内部監査員

（TAPAによる内部監査員養成訓練を受け

た社員）による監査を実施しなければならな

い。ただし、クラスAとBでは、2年毎に監査

会社による監査が必要となり、監査時には

最新のFSR認証条件に従わなければならな

い。FSR認証基準は2年に1回程度のペー

スで改訂が実施されており、1度認証を取得

したとしても、新しい認証基準を満たすため

の対応を後年必要とする可能性がある。
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特集 3 TAPA（Transported Asset Protection Association）
セキュリティ認証制度について

3. 他のセキュリティに関する
制度とTAPA認証制度と
の関連

TAPAが策定したセキュリティ認証基

準は、TAPA以外のセキュリティ制度が

構築される際に参考にされたとも言われ

ている。主なものとして、米国の輸入貨

物への危険物などの混入防止を目的とし

た制度であるC-TPAT（Customs-Trade 

Partnership Against Terrorism）が挙げら

れる。米国の税関・国境警備局が、セキュ

リティレベルを満たしていると認定した企

業に対しては、認定されたレベルに応じて

輸入時の検査が簡易的になるなどの特典

が与えられる。この制度の対象は、輸入者、

運送業者、通関業者などのサプライチェー

ンに関連する事業者となっている。

また、輸出入時のセキュリティ強化と

物流の効率化を目的として世界的に広が

りつつあるAEO（Authorized Economic 

Operators）制度では、認定された事業者

に対して、輸出入時の検査が簡易的になる

メリットが与えられる。AEO認定の条件に

は、法令遵守や施設・貨物置場への出入

りの管理などが要求されている。TAPA認

証が取得されている場合には、セキュリティ

に関して一定のレベルであるとみなされて

AEO認定の参考とされる場合がある（ただ

し、必ずしも全ての国のAEO認定にTAPA

認証が参考とされるわけではない）。

このように、TAPA認証基準と他のセキュ

リティに関する制度には関連性がある。

 

4. おわりに

最近のセキュリティへの関心の高まり

やC-TPATおよびAEO制度などのセキュリ

ティ制度の認定に付随するメリットから、セ

キュリティに関する制度の認証や認定の取

得を検討する事業所が増加するものと思

われる。しかし、セキュリティに関する制度

の認証や認定の取得には、ハードウェアと

ソフトウェアの両面の強化が必要であり、

対応には多大なコストと時間を必要とす

る。セキュリティに関する制度の認証や認

定を検討する可能性があるのであれば、自

らが持つ施設のセキュリティレベル評価を

実施し、施設のセキュリティレベルがどの

程度であるかを把握して、少しずつセキュリ

ティに関わる体制や設備を整えていくこと

が必要と考える。TAPAの認証制度は、他

のセキュリティ制度と関連性があることか

ら、TAPAの認証基準を参考にして施設の

セキュリティレベルのチェックをしてみては

いかがだろうか。

【参考】

TAPAのセキュリティレベルを評価
するためのFSR Scoring Matrix
はウェブサイトで 公 開されている
（TAPAasiaウェブサイト：http://
www.tapa-asia.org/）。

インターリスク総研によるセキュリティ評価サービスのご案内

インターリスク総研では、TAPAの FSRを基盤とし
たセキュリティレベル評価のサービスを実施いたし
ます。Scoring Matrix に基づいて、評価対象のハー
ドウェア状況、セキュリティに関連する手順書の作
成、従業員への教育実施状況や監査の実施状況など
を調査・採点し、セキュリティ評価結果を報告させ
ていただきます。セキュリティ認証取得の検討、施設
のセキュリティレベルの向上や施設のセキュリティ
レベルのベンチマークにご活用ください。

セキュリティ評価サービスの流れ

セ
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報
告

評価結果の
ご報告について

セキュリティ上脆弱な点について改善策を提案します。複数施設の場合には、施設の相対的な
評価を実施したうえで、優先的に取り組むべき改善策を取りまとめさせていただきます。
セキュリティ評価サービスの実施により、施設のセキュリティレベルの向上が期待できます。
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億トン-CO2換算
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9.0%の増加

特集 4

改正省エネ法への対応
〜コスト削減と企業価値向上に向けて〜

株式会社インターリスク総研
コンサルティング第一部　製品安全・環境チーム　
コンサルタント　　　　　　　 寺崎　康介

２００９年４月１日に「エネルギーの使用の
合理化に関する法律（改正省エネ法）」が施行
された。また前日の３月３１日には省令・告示が
公布され、実施にあたっての詳細が明らかにさ
れた。

同法最大のポイントは、これまで工場・ビル
等の事業所単位に課されていたエネルギー管
理義務が、事業者単位（企業単位）へ変更され
ることである。それに従い、従来は規制対象外
であった中堅企業も、新たに法の適用を受け
る可能性がある。

本法に基づく種々な届出等（詳細は後述）
は来年４月以降となるが、各企業は今年度のエ
ネルギー使用量を把握するなどの準備が必要
である。そこで本稿では新たに本法の適用を
受ける企業に向けて、特に重要となる点を解説
する。

１.省エネ法改正の背景

４月30日、２００７年のわが国における二酸
化炭素等の温室効果ガス（ＧＨＧ）排出量（確
定値）が、京都議定書の基準年比（１９９０年
比）で＋９．０％であることが公表された（図１）。
これは０６年に比べてさらに＋２．４％となる。

原子力発電所の長期停止が大きな要因とは
いえ、その影響を差し引いても、なお排出量は
増加しており、京都議定書における日本の目標
（０８−１２年の間に基準年比６％減）達成に
向けて、早くも暗雲が立ち込めた状況となって
いる。

分野別の二酸化炭素排出量（図２）を見て
みると、「産業部門」が基準年比で−２．３％
であるのに対し、「業務その他部門（商業・
サービス・事業所等）」が＋４３．８％、家庭部
門が＋４１．２％と特段の伸びを示しているこ
とがわかる。とりわけ「業務その他部門」にお
けるＧＨＧ排出削減を図るため、打ち出された
のが今回の改正省エネ法である。

２.事業所単位から企業単位へ

冒頭に述べた通り、エネルギー管理義務が
事業所ごとの規制から企業全体を単位とする
規制に変わる。これまで年間エネルギー使用
量が１,５００ｋℓ（原油換算値）1）以上の事業
所が、エネルギー管理指定工場として、管理体
制の構築やエネルギー使用計画策定・報告な
どの義務を負っていた。しかし今後は企業全体
（本社、工場、支店、営業所等）の年間エネル
ギー使用量が合計で１,５００ｋℓ以上の場合、
特定事業者に指定され、企業としてエネル
ギー管理義務を負うことになる（図３、表１）。
また、コンビニエンスストアやスーパー等も一
定要件を満たす場合、フランチャイズ加盟店
（FC）を含め、特定連鎖化事業者として同様
の規制が適用される。

この法改正により、業務部門の省エネ法カ
バー率は、現行の１割から５割近くまで増加す
ることが見込まれている（図４）。

2007

1990

百万トン-CO2換算
0 100 200 300 400 500 600

産業

運輸

業務・その他

家庭

‒2.3% 

+41.2% 

+43.8%

+14.6%

【図1】日本の温室効果ガス排出量の推移
（出典：環境省「2007年度の温室効果ガス排出量（確定値）について」）

【図2】エネルギー起源CO2の部門別排出量比較
（出典：環境省「2007年度の温室効果ガス排出量（確定値）について」）
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業　種 店舗数（程度以上）
コンビニエンスストア
ファーストフード店
ファミリーレストラン
フィットネスクラブ
小売店舗
オフィス・事務所
ホテル
病院

※あくまで一般的目安であることに注意

30～40店舗
25店舗
15店舗
8店舗

約3万ｍ２

約600万kWh/年
客室数300～400
病床数 500～600

現行省エネ法規制のカバー率（エネルギー使用量ベース）

産業部門

業務部門

0 25 50 75 100 ％

約1割

約9割

改正により増加

３. 今年度に実施しなくてはいけ
ないこと

では具体的に何をするべきなのか。まず来年
度に行われる特定事業者の指定に先だって、
企業は全工場・事業所の年間エネルギー使用
量を把握しなければならない。その上で合計が
原油換算値で１,５００ｋℓ以上となるならば、
管轄の経済産業局に「エネルギー使用状況届
出書」を提出し、特定事業者（特定連鎖化事業
者）の指定を受ける必要がある（図５）。

さて、実際にエネルギー使用量を把握しよ
うとすると、思わぬ問題に直面することが予想
される。例えばテナントビルの場合、照明や空

調のエネルギー使用量を把握しようとしても、
ビルオーナーの準備が整わず、確認に時間が
かかる可能性がある。従って早い段階でエネ
ルギー使用量の把握における問題点を洗い出
し、関係先に確認しておくことが必要である。

４.特定事業者の義務

届出の結果、特定事業者に指定された場
合、以下の義務が課されることになる。

①役員クラスからエネルギー管理統括者を選
任する。

②エネルギー管理講習修了者またはエネル
ギー管理士からエネルギー企画推進者（エ
ネルギー管理統括者を実務面で補佐する
者）を選任する。

③「エネルギーの使用の状況等の定期報告
書」、及び「エネルギー使用合理化に関する
中長期計画書」を経済産業局及び事業の
所管省庁に提出する。

④原単位ベースで前年度比１％以上のエネル
ギー使用量の削減努力義務が生じる。５年間
で年平均１％削減できなかった場合、その理
由を定期報告書に記載しなくてはならない。

ここで重要な点は、経営に発言権を持つ役
員の関与が求められていることである。つまり
省エネを経営問題として認識し、会社全体で
取り組むという姿勢が必要とされる。

なおエネルギー管理講習については、省エ
ネルギーセンターから案内が出されている2）。
エネルギー企画推進者は、原則として他社へ
の委託は認められず自社内から選任しなけれ
ばならないので、総務部門や環境ＣＳＲスタッ
フが必要に応じて受講する必要がある。

【図3】工場・事業場から企業単位の規制へ（出典：資源エネルギー庁「省エネ法改正の詳細検討状況」）

【表1】年間のエネルギー使用量が1,500kℓ以上となる企業の目安

【図4】現行省エネ法規制のカバー率
（出典：資源エネルギー庁「省エネ法改正の詳細検討状況」）

【図5】特定事業者指定までの流れ（出典：資源エネルギー庁「省エネ法改正の詳細検討状況」）

（出典：資源エネルギー庁「省エネ法改正の詳細検討状況」）
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特集 4 改正省エネ法への対応
〜コスト削減と企業価値向上に向けて〜

５. おわりに−企業はどのように
取り組んでいくべきか

これまで改正省エネ法について紹介してき
たが、環境規制の導入・強化はこれだけではな

い。改正省エネ法と時を同じくし
て、地球温暖化対策推進法3）（改
正温対法）も施行され、事業所単
位から企業・ＦＣ単位によるＧＨＧ
排出量の算定・報告へと変更され
る。さらに東京都では来年度からＧ
ＨＧ排出量規制の新しい制度が導
入される4）。

このように今や大企業のみなら
ず中堅企業にも環境に配慮した
経営、いわゆる環境経営が求めら
れる時代となっている。しかしなが
らこれを単なる法的な義務として
捉えるのではなく、省エネによるコ
スト削減や環境ＣＳＲの側面を通
じて、企業価値の向上を図っていく

きっかけと考えて、経営課題として積極的に
取り組んでいくことが求められる（図６）。

そのための第一歩として、まずは自社のエネ
ルギー使用量（⇒二酸化炭素排出量）を把握
する必要がある。その上で以下のようなアプ
ローチで取り組みを推進していくのが良いと
考えられる。

（１）環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）・ア
プローチ

エネルギー使用量削減目標を立て、ＰＤＣＡ
サイクルによって継続的に取り組む。そのツー
ルとしてＩＳＯ１４００１や環境省が策定したエ
コアクション２１（ＥＡ２１）等のＥＭＳがある。
省エネ法自体が経営層の関与とＰＤＣＡサイク
ルによるエネルギー管理を想定して作られたも
のであり、（図７）、ＥＭＳの活用は有用なもの
となる。

中堅企業の場合、ＩＳＯ１４００１と比較して、
システム構築が簡単で認証取得コストも安価な
ＥＡ２１が活用しやすいと思われる。必ずしも認
証を取得しなければならないわけではないため、
これを単にツールとして活用することもできる。

（２）設備改善アプローチ

設備改善投資に際して、その経済性を評価
し計画的に投資を行うことは、中長期的にそ
の企業の収益や企業価値の向上に繋がる。

これまで中堅企業は経済性の観点で設備
改善の実施が困難であった。しかし今後は経
済産業省の「中小企業等二酸化炭素排出量
削減制度」（いわゆる国内クレジット制度）が
本格的に構築・運営され、大企業の資金・技
術を活用して、二酸化炭素削減・省エネルギー
対策を講じることが可能になると予想される。

参考資料

資源エネルギー庁「省エネ法改正の詳細検討
状況」
http://www.enecho.meti.go.jp/topics/
080801/4.pdf

脚注

1）原油換算表を用いれば、燃料、熱、電気等の使用
量を入力すると、その原油換算値が算出できる。

（参照：省エネルギーセンターＨＰ：
http://www.eccj.or.jp/law06/xls/07_01.xls）

2）省エネルギーセンターＨＰ
http://www.eccj.or.jp/mgr1/index.html

3）環境省「地球温暖化対策の推進に関する法律施
行令の一部を改正する政令」の閣議決定について
ht tp: //www.env.go. jp/press/press .
php?serial=6982 

4）東京都環境局「東京都環境確保条例の改正に
ついて」http://www.kankyo.metro.tokyo.
jp/joureikaisei2008/ 

環境経営

コスト改善
●省エネによるコスト削減
●国内クレジット制度の活用
●エコ融資などの金利優遇

コンプライアンス
●省エネ法などの
各種法対応

環境ＣＳＲ
●企業イメージの向上

企業価値の向上

エネルギー管理の流れ 省エネ法に基づく義務

日常管理

中長期
管理

管理組織の整備

使用実態の把握 エネルギー使用状況報告書

管理標準及び管理目標の設定

判断基準に基づく管理の実践

エネルギー消費量、原単位の把握

改善の検討と実行

年間実績把握、原単位分析

計画の評価と見直し

中長期計画の策定

定期報告書の提出

中長期計画書の提出

計画の実行

ＰＤＣＡ
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ＰＤＣＡ
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【図6】経営の視点から見た省エネ取組み

【図7】エネルギー管理の業務フローと省エネ法に基づく義務
（資源エネルギー庁「省エネ法改正の詳細検討状況」を参考にインターリスク総研が作成）
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株式会社インターリスク総研
RMFOCUS編集部

対象期間：2009年3月〜5月
本情報はマスコミ等での報道をベースに編集しています。

火災

●湯布院の原野で、野焼きにより４人が死亡
３月１７日午後１時半ごろ、大分県由布市湯布院の原

野で野焼きの火が燃え広がり、作業に従事していた男
性３人と女性１人の計４人が死亡し、女性２人がやけ
どを負った。４人は数百メートルの範囲内で倒れてい
た。当時は県内全域に乾燥注意報が出ていた。市消防
本部によると、「火災旋風」と呼ばれる現象が起きて
炎が予想以上に拡大、逃げ遅れにつながった可能性が
ある。火災旋風は、熱せられた空気が上昇、そこに新
たな空気が入り込んで炎が竜巻のようになって拡大す
るもので、地形や風向きによって発生する。

●高齢者施設で火災が発生し、１０人が死亡
3月１９日、午後１１時前、群馬県渋川市の高齢者福祉

施設で火災が発生した。施設には本館と別館２つの３
棟があったが、調理室や食堂が設置されていた別館
が激しく燃えていることから、この別館が火元とみら
れる。この建物の３つの居室と浴室付近の焼け跡から
７人が遺体で発見された。重傷だった男女３人が２１
日未明までに搬送先の病院で死亡し、死者は１０人と
なった。出火当時は、女性職員１人と、５５〜８９歳の
男女１６人の入所者がいた。県によると、建物面積が基
準以下のため、法令上の設置義務はなかったが、防火
用のスプリンクラーは設置されていなかった。

●首都圏で旧吉田茂邸など歴史的建造物の消失相次ぐ
３月２２日、神奈川県大磯町の吉田茂元首相の旧邸

「旧吉田茂邸」から出火し、木造２階建て母屋約８９０
平方メートルが全焼した。３月１５日には、国の重要文
化財に指定されている横浜市戸塚区の「旧住友家別
邸」で火災が発生。木造２階建て約６５０平方メートル
と敷地内の工事用プレハブ２棟が全焼。神奈川県藤沢
市では平成２０年１月２日、修復中の洋館「旧モーガン
邸」の火災で、木造２階建て約２８０平方メートルの大
部分を焼失した。東京都杉並区では２月１４日、「トト
ロの家」の愛称で親しまれた住宅が全焼した。いずれ
も原因は特定されていない。

●全国的に乾燥し、山火事が相次ぐ
４月１０日から１２日にかけて、全国各地で山火事が

相次いだ。大陸からの高気圧の影響で全国的に乾燥
注意報が出ていた。たき火や野焼きなど人的理由によ
るものが多い。青森県三沢市では１１日午前、ラムサー
ル条約登録湿地の仏沼に、近くの休耕田を野焼きして
いた火が飛び火し、特別保護区の東側約１１０ヘクター
ルを焼いた。山梨県甲州市では１１日午後、棚横手山の
山頂付近から出火・延焼、約７０ヘクタール以上を焼
失。大分県中津市では１２日午前に出火、ヒノキやスギ
の山林約１０ヘクタールを焼いた。このほか、宮城県角
田市で約１２４ヘクタール、兵庫県加古川市で約３５ヘ
クタール、富山県上市町で約２０ヘクタール、三重県
熊野市で約１５ヘクタール、愛知県豊田市で約１５ヘク
タールの山林を焼失した。

●成田着の貨物機が着陸に失敗・炎上、乗員２人死亡
３月２３日、午前６時５０分ごろ、成田国際空港Ａ

滑走路(４０００メートル)に着陸した中国・広州発の
米国定期貨物便（乗員２人）が、強風にあおられて着
陸に失敗して横転、炎上。機長と副操縦士の２名が
死亡した。成田航空地方気象台によると、前夜から
航空機に風向、風速の急激な変化について注意を呼
びかける「ウインドシア」情報を出していた。成田空
空港で航空機事故により死者が出たのは開港以来、
初めて。

疾病

●世界各国で新型インフルエンザが流行
メキシコに端を発した新型インフルエンザが、同

国、米国、カナダを中心に、世界各国に広がり、欧州、
日本にも感染者が増えている。６月１１日、ＷＨＯ（世
界保健機関）は、警戒水準を「フェーズ５（複数の地域
的な感染が見られる）」から、世界的大流行（パンデ
ミック）を意味する最高度の「フェーズ６」に引き上げ
た。インフルエンザシーズンを迎えた南半球に感染
が及んだことが決め手となった。６月１５日現在、世界
での新型インフルエンザ感染者は3万5,928人に達
し、死者は163人となった。感染が確認された国・地
域は計76。人数が多いのは米国の１万7,855人（死
者45人）、メキシコの6,241人（同108人）、カナダ
の2,978人（同4人）、オーストラリアの1,823人（同
0人）、チリの1,694人（同2人）など。６月１７日現在、
国内の新型インフルエンザ感染者数は31都道府県
で675人となった。多い順に、兵庫県で205人、大阪
府で165人、千葉県で74人、福岡県で70人、東京都
で44人、神奈川県で27人と続く。国内では、４月末か
ら、空港での水際対策や、学校の休校措置などの国
内対策が採られたが、５月末時点では、一旦は収束の
方向に向かっているとの見方からこれらの措置の解
除が進んでいる。

●特別養護老人ホームの入所者が肺炎を集団発症
３月４日、東京都港区は、区立特別養護老人ホーム

で、入所者１５人が肺炎（レンサ）球菌による肺炎を
集団発症したと発表した。うち９１歳の女性と８５歳
の男性が死亡し、１３人が入院した、感染者は同じ３
階のフロアの入所者が中心。２月２７日から発熱など
肺炎の症状が出始め、１日と２日に病院に搬送されて
いた。

●東京都北区の病院でノロウイルス集団感染
東京都北区は３月６日同区の病院で、入院患者と職

員計８１人がノロウイルスによる感染性胃腸炎を発症
したと発表した。同院は２月下旬、「下痢やおう吐を訴
える患者や職員が計１７人に上った」と保健所に届け
出ていた。発症者からノロウイルスが検出され、３月６
日には累計８１人に達した。

地震

●気象庁がより被害実態に合うよう震度階級表を改定
気象庁は３月３１日から、地震の際、どんな被害や現

象が発生するかを震度別にまとめた「震度階級関連
解説表」を新たな基準に改定した。近年、大きな地震
では、住宅への被害の実態が表の内容より小さいこと
があると指摘されたことが一因。これは近年の住宅の
耐震化と観測網の充実による。木造や鉄筋コンクリー
トなどの建物被害に関する記述を変更し、より体感に
近く、分かりやすい表現に改めた。

●イタリアでＭ６．３の大地震、２８０人以上死亡
イタリア中部で４月６日午前３時半（日本時間同１０

時半）ごろ、Ｍ６．３の強い地震があった。震源地は中
部ラクイラ付近で最大の被災地となっている。同地で
は７日早朝までに余震が約２８０回あった。地震によ
る死者は２８０人以上、負傷者は１５００人以上、住宅
や教会など約１万棟が倒壊し、約２万人が住宅を失っ
たと見られる。震源地に近いラクイラはロマネスク様
式の教会など重要建築物で知られる観光地で、ルネサ
ンス様式の教会や大学寮、ホテルが倒壊し、道路が寸
断された。街のあちこちでがれきのすき間から助けを
求める生存者の救出活動が続けられた。ローマでも、
３世紀に建造された古代ローマ遺跡「カラカラ浴場」
が損壊した。

風災

●春の嵐により死傷者が発生、交通も混乱
３月１４日、発達した低気圧の影響で北日本と東日

本で強風が吹き、東京・羽田や千葉・勝浦で２８メート
ル以上の最大瞬間風速を観測した。神奈川、千葉両県
では死傷事故が相次いだ。神奈川県鎌倉市の海岸沖
約３００メートルで、ウインドサーフィン中の男性がお
ぼれて死亡した。川崎市の路上で女性が強風にあお
られ転倒し右足を骨折。千葉県松戸市では、看板を修
理中の男性が乗っていた脚立ごと倒れ、左肩や腰の
骨を折った。ＪＲ総武、京葉、常磐各線、東京メトロ東
西線で一時運転を見合わせた。北海道で、一部の航
空便などに欠航が出た。

航空機事故・船舶事故

●タイ南部プーケット島沖で船が沈没
３月８日夜、タイ南部プーケット島沖でダイビング客

らを乗せた船が強風にあおられ横転し沈没した。自力
で脱出した日本人夫婦ら２３人が救助されたが、日本
人含む７人が行方不明となった。タイ海上警察は１２
日、水深約７０メートルの海底に沈んだ船体の中で日
本人と見られる男性の遺体を発見、収容した。警察な
どは１２日までに計６人の遺体を収容、残る行方不明
者は１人となった。
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コ ラ ム

○独占禁止法遵守のために再点検を

公正取引委員会は、3月9日、東証一部上場企業（2008年9月末日現在）1738社を対象に
行ったコンプライアンス体制の整備状況に関するアンケート調査（回答率：59.9％）を発表し
ました。独占禁止法等遵守のための体制に関する調査結果を見ると、多くの企業においてその
整備が進んでいるといえます（下表参照）。

一方で、公正取引委員会は4月8日、2008年度に確定した課徴金納付命令の総額が過去最
高の約270億3000万円にのぼることを明らかにしました。大型カルテルが相次いで摘発され
たこともあり、それまでの最高額であった2005年度の約187億7000万円から、一気に100億
円弱もアップしました。

このように、一見相矛盾する調査結果を見ると、コンプライアンスのルールや仕組み等を整備
していても、それが機能していないのでは、という疑問を覚える方もいるのではないでしょうか。

そもそもコンプライアンスの取組みは、ルールや仕組み等を整備して終わり、というもので
はありません。いかにこれらを充実させても、役職員等のコンプライアンスに対する意識が低
ければ、実効性は低くなります。常日頃から、個人の法令等違反行為が、本人や家族、所属する
企業や様々な利害関係者にどのような悪影響を及ぼすかを具体的に知らしめるよう工夫する
などして、役職員等が自主的・主体的に法令等を遵守しようという意識を醸成することも肝要
となります。

近年、米国、ＥＵの当局は違反行為摘発に積極的な姿勢を見せており、また、わが国において
も違反行為の対象が拡大する独占禁止法の改正も控えています。独占禁止法違反により、企
業経営に重大な影響を及ぼすリスクは増大することが予想されます。そこで、この機会に改め
て自社のコンプライアンスの取組みを見直すことは喫緊の課題といえます。

出典：公正取引委員会「企業におけるコンプライアンス体制の整備状況に関する調査
−独占禁止法改正法施行（平成18年1月）以降の状況−」

（http://www.jftc.go.jp/pressrelease/09.march/09031801-hokokusho.pdf）

独占禁止法等遵守の
規程の制定

独占禁止法等に関する
研修の実施

独占禁止法等に関する
ヘルプライン等の設置

2006年度

2008年度

80.80%

85.80%

56.30%

76.30%

76.50%

96.30%

作業中・工事中の事故

●船舶係留作業中にロープ直撃で、作業員２人死亡
３月２０日午前７時半ごろ、神戸市ポートアイランド

の岸壁で、神戸港に入港したコンテナ船の係留作業
中、船から伸ばしたロープが切れた。このはずみで、
ロープが男性作業員２人の首などを直撃し、２人は
間もなく死亡した。神戸水上署によると、ロープは直
径約１０センチの布のような素材で、中心部に芯は
入っていなかった。ロープの劣化が進んでいた可能性
がある。

●工事現場で大型クレーン横転、歩行者ら６人けが
４月１４日午前、東京都千代田区麹町の国道２０号

（新宿通り）沿いの工事現場で資材をつり上げていた
大型クレーン車が横転し、歩行者男女、クレーン車アー
ム部の下敷きになったトラック乗車中の男性３人、ク
レーン車の作業員の計６人が重軽傷を負った。クレー
ン車は地面に埋め込まれていた円筒形の金属製資材
をワイヤで持ち上げる作業中だった。原因は、１０トン
ある資材の重さを７トンと誤認したこと、クレーン車と
つり上げる資材との距離が約１４メートルあり、つり上
げ可能な距離１０メートルを超えていたこと、によるも
のと見られる。

製品安全、施設・設備安全

●製品安全協会、折り畳み式ベビーカーの基準を改訂
ＳＧ（セーフティー・グッズ）マークを発行する製品安

全協会は、３月２日、開閉する際に幼児が指を挟みけ
がをする事故が相次いでいる折り畳み式ベビーカーの
認定基準を改訂した。６月から新基準での検査受け付
けを始め、１２月に新基準による検査に完全移行する。
新基準は、折り畳み部分に関して、①指を挟まないよ
うすき間をなくす、②どうしても生じるすき間は間隔を
広く取りフレームを丸くするなどして裂傷を避ける、の
２点を付け加えた。

●水戸駅で、エスカレーターにストール絡み死亡
３月６日午後９時１０分ごろ、ＪＲ水戸駅構内の上

りエスカレーターで女性が、首に巻いていたストー
ルがエスカレーターに絡まった状態で倒れているの
を乗客が見つけた。女性は病院に運ばれたが死亡し
た。上りエスカレーターに乗ろうとして転倒する様子
が駅の防犯カメラに写っていた。水戸署は、倒れたま
ま上りきったところで踏み板に巻き込まれたストー
ルで首を締め付けられた可能性があるとみている。

●北海道サロマ湖の氷割れ、4人転落、２人死亡
3月２０日午後２時ごろ、北海道湧別町のサロマ湖

で、湖面の氷が割れ、チカ釣りに来ていた帯広市に住
む兄妹と祖父ら計４人が水中に転落した。約２時間後
に水中から救助された祖父と祖父の兄が搬送先の病
院で死亡した。中学生の兄と小学生の妹は自力で岸
にはい上がり、けがはなかった。

情報関連

●証券会社で約１５０万人分の個人情報流出
４月８日、証券会社は、元同社システム部所属の管

理職が、同社の全個人顧客約１５０万人分の個人情
報を不正に持ち出し、うち約５万人を名簿業者３社に
売却していたと発表した。情報には、氏名、住所、電話

番号、性別、生年月日のほか、勤務先や役職、年収区
分まで含まれていた。この管理職は、他の社員のＩＤ
とパスワードを使って顧客データベースに接続してい
た。同社は５月２０日、情報が流出した顧客５万人に１
人当たり１万円分の商品券を送る方針を固めた。投資
勧誘の執拗な電話を受けるなどの被害が相次いでい
るため。支払総額は約５億円となり、異例な高額の支
払いとなる。

●著作権侵害の恐れで、出版元が本を自主回収
首都圏の遊園地にまつわるエピソードを集めたとさ

れるベストセラーの版元の出版社は、５月１日、同書の
発売中止と自主回収を発表した。同書の発行部数は
５０万部で、これまでに約３４万部売れているとのこ
と。同書はインターネットに掲載された、エピソードに
関わるキャンペーン入賞作などを無断で引用していた
ことが判明し、著作権法に違反しているのではないか
と指摘されていた。一般的にも、インターネット上に掲
載された公開情報の著作権の所在が問題となるケー
スが増えている。

●キャッシュカードの偽造で逮捕、総額４億円の被害
警視庁は、５月２２日、企業から流出した個人情報で

偽造キャッシュカードを作り、銀行などから金を引き
出したとして主犯格の容疑者を逮捕したと発表した。

2006年12月から2008年11月の間、磁気部分が
偽造された地銀などのキャッシュカードで、１１の金融

機関の口座から総額約４億１千万円が引き出された事
件の主犯格で、金を引き出す「出し子」のまとめ役で
あったと見られる。警視庁の調べでは、被害者約500
人の約９割が、都内の健康食品会社に会員登録してい
た。この情報が流出し、含まれていた口座番号が偽造
カード作成に使われた模様である。

テロ・暴力行為

●ドイツで銃乱射、犠牲者１５人中１１人が女性
ドイツ南部シュツットガルト近郊で３月１１日、学校

の生徒ら１５人が卒業生の男によって射殺された。射
殺された生徒９人のうち女性が８人を占め、教師３人
も全員女性だった。ドイツは「世界で最も銃規制の厳
しい国のひとつ」とされる。銃乱射事件が多い米国社
会とは異なり、ドイツでは生徒多数が巻き添えとなる
ケースは少なかった。

●米ニューヨーク州で銃の乱射により１３人死亡
４月３日（日本時間３日深夜）、ニューヨーク州中

部ビンガムトンの移民支援センターで、銃の乱射事
件が発生し、１３人が死亡、４人が重傷を負った。自殺
した犯人は東南アジア系移民で、裏口に車を横付け
にし、中にいた利用者が逃げられないようにして、正
面から受付の女性２人に発砲。市民権を得るための
講義が行われていた教室に押し入り、ライフルを乱
射した。
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三井住友海上グループからのお知らせ

■ 新型インフルエンザ対策：在宅勤務システム導入まで一貫したコンサルティングを始めました
〜KDDI（株）とともに協業スキームを開発！〜

①新型インフルエンザの大流行時でも、事業継続を支えるために稼動し続け
なければならないシステムを抱えている。

②現在のシステム構成上、リモートアクセスの運用環境がなく、従業員の出勤
を要請せざるを得ない。

①万一の非常事態においても、国内外問わず、自宅等、インターネットに接続
可能なＰＣ環境があれば、USB型ディバイスを差し込むだけで、どこにいて
も社内システムへアクセスできます。

②現行のシステム構成を変更することなく自宅等からリモートアクセスできま
すので、システムオペレーションのために従業員が、出社せざるを得ない事
態が解消できます。

③お客様は自社のアプリケーションに加えて、メールなども利用可能です。

①事業継続により、ステークホルダーに及ぼす社会的影響を最小限に抑制で
き、企業の信頼性が向上します。

②「利便性（いつでも、どこでも）、「安全性（情報保護）」、「経済性（導入・運
用コスト軽減）」の3点を重視したベストバランスにより経営資源を有効活
用できます。

こんな課題をお持ちの
お客さま

最適リモートアクセス環境による
在宅勤務ソリューションを
ご提案します

万一の不測の事態に備えた
業務処理能力を確保し、
安定的に事業継続性を高めます

２００９年６月に改正消防法が施行され、百貨店やホテルなど一
定規模以上の施設に対し、自衛消防組織の設置の義務化や地震被
害軽減のための防災訓練の実施などを行うことが求められます。多
くの企業が消防計画を策定するにあたっては、消防計画を含んだ防
火管理規程の策定、実践的な防災訓練の実施が重要となっていま

■ 改正消防法関連コンサルティングを開始しました

■連結売上高1000億円以下の企業を対象
※一部の対象外の業種あり。

■てん補限度額は5000万円から5億円までの6パターンより選択
※5000万円、1億円、2億円、3億円、4億円、5億円の6パターンから選択する。

■免責金額なし、縮小てん補割合なし、大株主免責なし
※自己負担額の設定なし。

■会社法上の子会社を包括で自動担保（一部除外される子会社あり）
※北米所在会社など一部除かれる会社があるが、無記名で子会社を含む。

■保険適用地域は「全世界」

■初年度契約保険始期日より10年間の遡及

■ 中小企業専用のD&O保険、海外PL保険を新発売しました

特長

■輸出高10億円以下の企業を対象
間接輸出のみの企業も対象としている。対象製品は国内ＰＬと同様に
ほぼ全ての製品を網羅しているが、一部引受できない製品もある。

■簡易な加入手続き
従来の海外ＰＬの設計は完全オーダーメイドであったため、保険料の
提示を行うまで期間を要していたが、専用のシステムを開発することで
見積もり期間を短縮。

■クレーム発生時の事故対応
ＰＬクレームに巻き込まれた場合、保険会社が被保険者に代わって、経
験豊かなクレームエージェント、弁護士等を手配し的確な防御対応を
行う。

特長

す。当該コンサルティングでは、防災対策の基本である消防計画を
企業の実態に合わせ作成するとともに、消防法令に関わる届出書類
や、危険物施設に対する消防用設備の設置状況等の遵法性確認の
ための現場調査、防火管理徹底のための社員教育、防災訓練の企画
支援を行います。

『新型インフルエンザの企業対策　事業継続と社会的責任』が4月8日に日本経済新聞出版社より発売
されました。本書は国立感染症研究所の田代眞人氏監修、岡田晴恵氏編著で、「第５章 新型インフルエンザ
対策を想定したＢＣＰ（事業継続計画）」については、インターリスク総研 研究開発部長 本田茂樹、主任研
究員 篠原雅道が執筆しております。

本書は、新型インフルエンザの基礎知識や国内外の対応はもとより、実践的なＢＣＰの策定方法に関する
解説と国内企業・業界の取り組み事例を網羅しており、今秋頃の発生が危惧されている新型インフルエンザ
A型(H1N1)の第二波への対応を急ぐ企業の危機体制構築に必携の１冊となっています。

■ 『新型インフルエンザの企業対策　事業継続と社会的責任』が発売

インターリスク総研

インターリスク総研

インターリスク総研

Ｄ＆Ｏ保険（会社役員賠償責任保険）、標準契約プラン 海外ＰＬ保険（海外生産物賠償責任保険）、標準契約プラン

三井住友海上
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本号で寄稿して頂いた方（敬称略）
R M F O C U S   

Risk	 リスク
Management	マネジメント
Find	 リスクの発見
Observe	 リスクの認識
Control	 リスクの制御
Undertake	 リスクの引受
Solve	 リスクの解決

RMFOCUS（第30号）
発行日：2009年7月1日
発 行：三井住友海上火災保険株式会社  火災新種保険部

株式会社インターリスク総研
（照会先）TEL:03-5296-8911（代表） FAX:03-5296-8940 

http://www.irric.co.jp

（無断転載はお断り致します。）

坂本 憲幸 (さかもと のりゆき)

 
１９５９年生まれ
１９８２年３月	 九州大学経済学部卒業
同年４月	 日本電気株式会社入社
２００７年４月	 リスク・コンプライアンス統括部　統括マネージャー

ＮＥＣグループのＢＣＰ策定推進リーダー
２００８年４月	 ＤＲＪ主催　Spring World 2008 （米国フロリダ州）

にて「ＮＥＣのＢＣＰの取り組み」に関するプレゼンテー
ション実施
http://www.drj.com/index.php?option=com_
content&task=view&id=719&Itemid=337

２００９年２月　ＢＣＡＯ認定事業継続主任管理者認定証取得

編　集　後　記

「新型インフルエンザ」は世界各国のリスク対応力が試された事例
だったのではないでしょうか？

メキシコで発生し、瞬く間に欧州・日本と感染地域を広げ、WHOによ
る情報発信を受け各国が対応に追われました。弱毒性のインフルエン
ザでしたが、世界の死者数は6月17日現在、167名を数えています。

日本では早期の水際対策や、発熱外来設置等の対策が行われ、感染
が確認されたものの死亡に至る事例は、現時点では有りません。

振り返って見ると、新型インフルエンザに対して世界がリスクの認
識、判断を共有する事が大切だと強く感じさせられました。これから冬
を迎える南半球地域では感染拡大を防ぐ為の対応が行われており、世
界全体で見れば今後も予断を許さない状況にあります。

私自身は、インフルエンザに罹った記憶は無いのですが、新型インフ
ルエンザに対する情報を整理することにより、弱毒性であること、感染
予防策（マスク・手洗い等）の存在、有効な治療薬・行政の対応策等を
理解し冷静に対応が出来ました。

（T.S.）



火災新種保険部
〒101-8011 東京都千代田区神田駿河台3-9

01126 9,000 2009.7（新）318

〒101-0062 東京都千代田区神田駿河台4-2-5 御茶ノ水NKビル

一人ひとり一つひとつを 大切に。

株式会社 インターリスク総研
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